
平成２６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １６ 府 省 庁 名  国土交通省国土政策局特別地域振興官  

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 住民税（利子割）） 

要望 

項目名 
独立行政法人奄美群島振興開発基金に係る非課税措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

 

独立行政法人奄美群島振興開発基金に係る非課税措置の５年延長（平成30年度末まで奄美群島振興開発特

別措置法の期限の延長を検討中）を要望する。 

 

 

・特例措置の内容 

 独立行政法人奄美群島振興開発基金に関する法人住民税、事業税、住民税（利子割）に係る非課税措置を

５年延長する。 

 

 

 

関係条文 

地方税法第25条の２第２項、72条の４第１項第２号 

所得税法第11条第１項 

法人税法第４条第２項 

減収 

見込額 

［初年度］    － （ ▲１ ）  ［平年度］    － （ ▲１ ） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

 独立行政法人奄美群島振興開発基金は、奄美群島振興開発特別措置法に基づく特別の措置として設立され、

その業務の遂行により、特殊事情による不利性を抱えた奄美群島における基礎条件の改善並びに地理的及び自

然的特性に即した奄美群島の振興開発に寄与し、もって奄美群島の自立的発展並びにその住民の生活及び福祉

の向上に資するため、奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること等により、一般の金融

機関が行う金融を補完し、又は奨励することを目的としている。 

 

（２）施策の必要性 

奄美群島については、戦後米軍統治下に置かれ、昭和28 年に本土復帰した後も、隔絶した外海離島及び台風常襲

地域という厳しい自然的、社会的条件下にあり、依然として所得水準等本土との諸格差が顕著であることから、奄美

群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）に基づき、独立行政法人奄美群島振興開発基金による金融措置

等の特別措置が講じられている。 

独立行政法人奄美群島振興開発基金は、奄美群島振興開発計画に基づく事業に必要な資金を供給すること等によ

り、一般の金融機関が行う金融を補完し、又は奨励することを目的として、奄美群島の中小規模の事業者等を対象に

民間金融機関からの融資に対する保証、小口の事業資金の貸付け等を行っているが、高い公共性、政策金融としての

役割を有する一方、採算性の低い業務であることから、税制上の措置が必要不可欠である。 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策目標 10 国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 

施策目標 39 離島等の振興を図る 

業績指標170  離島等の総人口 ②奄美群島の総人口 

政策の 

達成目標 

・奄美群島内の平成30年度末の人口を目標値とする。 

目標値 奄美群島の総人口  平成30年度末 112千人以上 

（平成24年度末現在 117千人） 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

・平成26年度から平成30年度まで、５年延長 
（平成30年度末まで奄美群島振興開発特別措置法の期限の延長を検討中） 

 

同上の期間中

の達成目標 
・独立行政法人奄美群島振興開発基金の経営基盤強化 

政策目標の 

達成状況 

・独立行政法人奄美群島振興開発基金の経営基盤強化を通じて奄美群島経済の自立化、活性化に寄

与している。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 
過去３箇年の平均から年度当たり約１百万円の負担軽減が見込まれる。 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

独立行政法人奄美群島振興開発基金の経営基盤強化に寄与している。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

（国税） 所得税、法人税、印紙税及び登録免許税に係る非課税措置 

（所得税法第11条第１項、法人税法第４条第２項、登録免許税法第４条第１項及び第２項、印

紙税法第５条第１項第２号） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

・財政投融資特別会計出資金 

（平成26年度要求 200百万円） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

本制度については、奄美群島振興開発基金が高い公共性、政策金融としての役割を有する一方で、

採算性の低い業務を行っている機関であることから、非課税という特例措置を要望するものである。

 一方で、予算上の措置については、貸付財源の調達コスト抑制、財政的な基盤である保証基金の

充実等を図ることを目的としており、本制度とは役割を異にするものである。 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置は、独立行政法人奄美群島振興開発基金の高い公共性等に鑑み非課税と措置されてい

るものであり、次期通常国会に提出予定の奄美群島振興開発特別措置法の期限の延長等の法改正に

よっても何ら本法人の性質の変更が生じるものではないため、本要望は適正である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

法人住民税・事業税・住民税（利子割）の負担軽減額    （単位：千円） 

 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

合計額 1,128 1,124 1,355 

法人住民税 0 0 0 

事業税 0 0 0 

住民税（利子割） 1,128 1,124 1,355 
 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

独立行政法人奄美群島振興開発基金の経営基盤強化 

前回要望時の 

達成目標 
独立行政法人奄美群島振興開発基金の経営基盤強化 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

独立行政法人奄美群島振興開発基金の経営基盤強化に寄与している。 

これまでの要望経緯 

昭和30年度 創設 
昭和33年度 
昭和39年度 
昭和44年度 
昭和49年度 
昭和54年度 
昭和59年度 
平成元年度  適用期限の５年延長 
平成６年度   
平成11年度 
平成16年度 
平成21年度 
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